
記入しないこと

必ずご担当者様の「ふりがな」を記入してください。

支店等に委任する場合に記入

いずれかに〇をする。

印鑑登録の印（実印）を押印

本店メールアドレスは、支店等に委任す

る場合は記入不要です。（委任しない場

合又は委任先にメールアドレスがない場

合は、この欄に記入してください。）



基準日現在で、何年間、
営業しているかを記入。

委任の有無に関係なく佐野市内に本店・営業
所等がある場合は「有」に○。「有」の場合、
№1-4 と納税証明書を添付すること。

常時雇用している人数
を記入。パート・アルバ
イトは含まず。

佐野市内に営業所等が
ある場合に記入。
勤務人数であり、居住人
数ではないので注意。

決算書の金額と一致するか
確認してください。

貴社の営業年度を記入して
ください。直前とその前の年
度（直前々）。

希望業種以外の金額は
全て「その他」に計上し
て下さい。

縦計算、横計算が一致するか
確認してください。

特約店又は代理店がある場
合、会社名を記入。
証明書の写しを添付するこ
と。

決算書の「損益計算書の
総売上高」の金額と一致
するか確認してくださ
い。

入力票の「年間平均実績
高(千円)」欄に記入する
額になります。

業種区分表の記号・番号・
小分類名称を記入

実際に取り扱える物品や業務を、句読点・スペース含
め４０字以内で記入。入力票と一致すること。
４０字を超えた部分については、佐野市で削除するの
でご了承ください。

登録できる業種の数について

① Ⅰ物品製造・販売又はⅡ役務の提供のどち
らか一方のみの登録を希望する場合
市内・準市内業者：業種区分一覧表の小分類で
最大６業種まで

市外業者：業種区分一覧表の小分類で最大４業
種まで

② Ⅰ物品製造・販売等及びⅡ役務の提供の両
方に登録を希望する場合
上記①で希望した希望業種以外に２業種まで
追加登録が可能となります。

詳細は要領をご覧ください。

業務を営む上で、国・都道府県等、市の許認
可届出を要する場合記入。
証明書の写しを添付すること

貸借対照表の純資産の額
を記入



必ず会社名等を記入

希望する小分類ごとに 1枚作成・提出してください。

６業種希望する場合、６枚提出が必要です。

直前々の営業年度内に完了年

月が入っていること。

№１－２営業経歴書

「２ 年間実績高」に記入した

直前々の年度と一致すること。

№１－２営業経歴書

「２ 年間実績高」に記入した

直前の年度と一致すること。
直前の営業年度内に完了年月

が入っていること。

独自様式や別紙は不可



この書類は佐野市内に本店・支店・営業所等ある場合は必ず提出してださい。

（委任するしないに関わらず、ご提出が必要です。）

4

「佐野市内営業所等」の欄は

・市内業者：本店のみの場合は、空欄でご提出ください。

本店以外に営業所等が佐野市内にある場合記入。

・準市内・市外業者：佐野市内に営業所等がある場合は

委任の有無に関係なく記入。

4



委任先がない場合で、契約書・請求書等に代表者印（実印）以外の印鑑を使用す

る場合に提出してください。

委任状を提出する場合は、受任者の印が使用印鑑となるので、この使用印鑑届

の提出は不要です。



№１－１申請書の「年間委任を受けた代理人」欄に記入ある時、提出が必要です。

№１－１申請書の「年間委任を受けた代理人」欄と

同じ内容となるよう記入してください。



押印不要

この用紙は、消費税の免税事業者のみご提出ください。
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【定期申請の場合】

令和５年４月１日現在、消費税が免税となっている事業者は提

出してください。

【随時申請の場合】

「令和５年４月１日」又は「申請日」のどちらか遅い日を含む

事業年度の消費税が免税となっている事業者は提出してくださ

い。



№１－８「誓約書」は（その１）（その２）の両方の提出が必要です。

実印を押印してください。



№１－８「誓約書」は（その１）（その２）の両方の提出が必要です。

実印を押印してください。



記入不要

№1-2 営業経歴書の「４ 希望する営業種

目 取扱品目等」の欄の内容と同一として

ください。不一致の場合は、営業経歴書の

内容が優先されます。

「自動入力あり」のエクセルシートで作成した場合、栃木

県外でも市町村コードが自動で入力されますので、

そのままご提出ください。（消去する必要はありません。）



記入不要



提出前に、必ずこの確認表にて書類のご確認をお願いします。

この確認表もご提出ください。

№は記入不要

会社名・屋号を必ず

記入してください。


